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本県においては，持続可能な行財政構造を構築するため，行財

政運営指針及び行財政改革推進プロジェクトチームにおいて示さ

れた取組の方向性を踏まえ，事務事業見直しをはじめとする歳

入・歳出両面にわたる徹底した行財政改革に取り組んだところで

す。

これらの取組の結果，令和６年度においても，財政調整に活用

可能な基金の取崩を行うことなく財源不足のない予算編成を実現

するとともに，同基金残高についても２５０億円を維持，臨時財

政対策債等を除く本県独自に発行する県債残高については１．１

兆円程度で管理するという同指針に示した今後の財政運営の拠り

所となる３つの指標を達成したところです。

しかしながら，一層の高齢化の進行などにより扶助費が増加傾

向にあることや，今後，改修や更新を要する県有施設等の増加が

見込まれることなどを踏まえると，本県の財政状況は，引き続き，

予断を許さない状況が続くものと考えられます。

令和６年度当初予算の編成に当たっては，行財政運営指針を踏

まえた行財政改革を着実に進めつつ，直面する燃油・物価高騰の

影響を緩和するための対策を講じるとともに，ＳＤＧｓ（持続可

能な開発目標）の理念も踏まえ，鹿児島の基幹産業である農林水

産業，観光関連産業や企業の「稼ぐ力」の向上に資する施策，地

域産業の振興を支える人材の確保・育成のための施策，移住・交

流の促進，結婚，妊娠・出産，子育ての希望がかなう社会の実現

に向けた施策，デジタルテクノロジーを活用した県民の暮らしの

質の向上に資する施策，脱炭素社会の実現と豊かな自然との共生

のための施策などを積極的に推進することとしています。

また，国と同様に，令和５年度補正予算と令和６年度当初予算

を一体として編成し，切れ目なく事業を執行することとしていま

す。

は じ め に



活力ある産業づくり暮らしやすい社会づくり

令和６年度当初予算の要点
令和６年度当初予算編成の基本的考え方

・ 直面する物価高騰による影響を緩和するための対応を講じつつ，経済社会活動
の回復を確立

・ 鹿児島の基幹産業である農林水産業・観光関連産業，企業の「稼ぐ力」の向上や，
地域の各種産業を支える人材育成，結婚・妊娠，出産，子育てなど，「かごしま未
来創造ビジョンに掲げた各般の施策をSDGｓの理念も踏まえながら積極的に推進

・ 歳入・歳出両面にわたる徹底した行財政改革に取り組み，行財政運営指針に示
した３つの指標（収支均衡，県債残高，基金残高）を達成

・ 国の補正予算を受けて，12月補正，３月補正，当初予算を一体的に編成し，事業
を執行

Ⅰ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策

Ⅱ 新年度の施策の大きな柱

１ 基幹産業（農林水産業，観光関連産業）の「稼ぐ力」の向上

２ 企業の 「稼ぐ力」の向上

３ 地域産業の振興を支える人材の確保・育成
移住・交流の促進

４ 結婚，妊娠・出産，子育ての希望がかなう社会の実現

６ 脱炭素社会の実現と豊かな自然との共生

令和６年度当初予算 ８４０，５１０百万円
〔対前年度当初比 △５．５％〕

特別会計 ３９５，３４６百万円（対前年度当初比 △０．２％）

未来を拓く人づくり

好循環

誰もが安心して暮らし，活躍できる鹿児島

７ 多様で魅力ある奄美・離島の振興

５ デジタルテクノロジーを活用した県民の暮らしの質の向上

１ 令和６年度当初予算の姿（一般会計）
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予算の特色予算の特色

持続可能な行財政構造を構築するため，行財政運営指針及び行財政改革

推進プロジェクトチームで示された取組の方向性を踏まえ，

○ メリハリをつけた事業見直しなどの徹底した行財政改革の取組を実施

○ スクラップ・アンド・ビルドの考え方の下で歳出改革に取り組みつつ，「稼

ぐ力」の向上，地域の各種産業を支える人材育成，結婚，妊娠・出産，子育

てしやすい環境の整備など重点的に推進すべき新たな取組を予算化

歳入･歳出両面にわたる徹底した行財政改革歳入･歳出両面にわたる徹底した行財政改革

令和６年度 財源不足のない予算を編成

➢ 財政調整に活用可能な基金の取崩しなし

① 収支均衡① 収支均衡

令和５年度末見込み １兆４５４億円

⑥元金償還額 ６９３億円

⑥県債発行額 ６２２億円

令和６年度末見込み １兆３８３億円（△７１億円）

１．１兆円程度の
残高で推移

※１ 臨時財政対策債は，本来交付されるべき地方交付税の振替として発行されるものであり，元利償還金は１００％交付税措置される
こととなっている。

臨時財政対策債等を含む県債残高は，⑤末見込み：１兆５，２０２億円 → ⑥末見込み：１兆４，８５０億円（△３５１億円）

※２ 表示単位未満四捨五入の関係で，差額が一致しない場合がある。

② 本県独自に発行する県債残高
（臨時財政対策債等※除き）

② 本県独自に発行する県債残高
（臨時財政対策債等※除き）

令和６年度末見込み ２５１億円（対前年度末見込み＋１億円）

➢ ２５０億円を下回らない水準を維持

③ 財政調整に活用可能な基金残高③ 財政調整に活用可能な基金残高
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令和６年度当初予算の主な施策令和６年度当初予算の主な施策
（総額は令和５年度３月補正含む，（ ）内の額は令和６年度当初予算額）

総額 70.8億円(  70.8億円)

○「農林水産業の『稼ぐ力』の向上」関連事業

総額132.7億円(  92.0億円)

○「観光関連産業の『稼ぐ力』の向上」関連事業

総額 21.5億円(  21.5億円)

○「企業の『稼ぐ力』の向上」関連事業

総額 44.7億円(  44.7億円)

総額 32.5億円(  32.1億円)

総額467.6億円(466.3億円)

総額 54.1億円( 52.3億円)

総額115.3億円(112.6億円)

デジタルテクノロジーを活用した県民の暮らしの質の向上に向けた取組

「稼ぐ力」の向上に向けた取組

脱炭素社会の実現と豊かな自然との共生に向けた取組

人材の確保・育成や移住・交流の促進に向けた取組

原油価格・物価高騰等総合緊急対策

結婚，妊娠・出産，子育ての希望がかなう社会の実現に向けた取組
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①県 税 １５８，６３７百万円（＋ ０．３％）

②地 方 交 付 税 ２８０，１０８百万円（＋ ０．８％）

実質的な地方交付税 ２８２，８１２百万円（△ ０．３％）

（地方交付税＋臨時財政対策債）

③国 庫 支 出 金 １５２，４１９百万円（△２７．２％）

④県 債 ６４，９２３百万円（△ ３．１％）

臨時財政対策債を除く県債 ６２，２１９百万円（＋ １．８％）

歳入の主なもの歳入の主なもの

令和６年度一般会計歳入予算の状況令和６年度一般会計歳入予算の状況

県税
158,637(18.9)

繰入金
35,280 (4.2)

地方消費税清算金
78,137(9.3)

諸収入
10,444(1.2)

使用料・手数料
10,725(1.3)

財産収入
5,678(0.7)

分担金・負担金等
7,090(0.8)

地方交付税
280,108(33.3)

国庫支出金
152,419(18.1)

県債
64,923(7.7)

地方譲与税等
37,071(4.4)

（注）端数処理のため，合計は内訳
の計と必ずしも一致しない。

依存財源
534,520(63.6)

（単位：百万円，（ ）は構成比％）

対前年度比

令和６年度
当初予算

840,510百万円
（100.0％）

自主財源
305,990(36.4)
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歳出の主なもの歳出の主なもの

令和６年度一般会計歳出予算の状況令和６年度一般会計歳出予算の状況

（注）端数処理のため，合計は内訳
の計と必ずしも一致しない。

令和６年度
当初予算

840,510百万円
（100.0％）

人件費
237,616

(28.3)

（単位：百万円，（ ）は構成比％）

扶助費
142,157
(16.9)

普通建設
事業費
141,320

(16.8)
災害復旧

事業費
12,457

(1.5)

物件費
30,084

(3.6)

維持補修費 4,894 (0.6) 貸付金 2,504 (0.3)

その他 7,180(0.9)

義務的経費
487,369(58.0)

投資的経費
153,777(18.3)

その他の経費

199,364
(23.7)

教育費
193,930
(23.1)

公債費
107,985
(12.8)

民生費
121,931
(14.5)

衛生費
65,001
(7.7)

農林水産業費
73,393
(8.7)

土木費
84,579
(10.1)

総務費
44,414
(5.3)

警察費
38,185
(4.5)

商工費
13,828
(1.6) その他

16,495
(2.0)

【性質別】

【目的別】

諸支出金
80,770

(9.6)

令和６年度
当初予算

840,510百万円
（100.0％）

補助費等
154,703
(18.4)

公債費
107,595
(12.8)

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

普 通 建 設 事 業 費

補 助 事 業
単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業 費

一 般 政 策 経 費

①

②

③

④

⑤

⑥

２３７，６１６百万円（＋ ６．３％）

１４２，１５７百万円（＋ １．９％）

１０７，５９５百万円（△ ４．１％）

１４１，３２０百万円（＋ ０．７％）

１０３，２８４百万円（＋ ０．６％）
３８，０３６百万円（＋ １．０％）

１２，４５７百万円（△ ３．７％）

１１５，８４０百万円（△３４．９％）

対前年度比
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行財政改革推進プロジェクトチームの取組の成果行財政改革推進プロジェクトチームの取組の成果

効果額 約８億円

令和６年度に向けた財源確保の取組

➢ 事業内容，財源等の見直し

・ 介護に関する理解促進のための事業等について，対象者等が類似する講座等の

統合 など

➢ その他の見直し

・ デジタル化を踏まえた事務費の適正化

・ 優先順位や緊急度を踏まえた県有施設の修繕等の見直し など

※その他全ての事業について，事務事業見直しの視点を踏まえ事業の見直しを実施

事務事業見直し

施策の妥当性，有効性等の観点から項目を設定し，見直すことに

よって財源確保を図り，県勢の発展等に資する事業への重点的な予

算配分を行うことを目的に，事務事業見直しを実施

➢ 未利用財産の売却 【約４３９百万円（Ｒ５実績見込み）】

➢ ネーミングライツの活用 【約１０百万円】

➢ 使用料・手数料の見直し 【約３百万円（１２件）】

➢ 基金一括運用による運用益 【約１８８百万円】

歳入確保の取組 効果額 約６億円
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461 458 456 453 444 515 498 430 530 510

608 661 620 637 637
742 739 779

828 833

208 202 208 210 193

179 182 176

183 178

1,357 1,324
1,277 1,270 1,235

1,201 1,192 1,182
1,101 1,055

949 988
998 1,011 1,044 

1,091 1,102 1,122
1,135 1,182

1,907 1,875
1,901 1,926 1,930

1,935 1,939 1,917 1,855 1,929

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

歳出予算（一般財源ベース）の推移

≪令和元年度≫
≪令和４年度≫≪平成28年度≫

人件費

扶助費

普通建設
事業費等

一般
政策経費

税等
交付金

公債費

≪平成27年度≫

≪令和５年度≫

≪平成29年度≫

≪平成30年度≫

（億円）
（一般財源ベース）

歳出合計 5,490 5,508 5,460 5,507 5,483 5,663 5,652 5,605 5,632 5,689

歳入合計 5,490 5,508 5,460 5,507 5,483 5,663 5,652 5,605 5,632 5,689

収支差 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0

≪令和２年度≫
≪令和３年度≫

※ 端数処理のため，合計は，内訳の計と必ずしも一致しない。

≪令和６年度≫
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２ 性質別歳出の推移（一般会計）

※ R4年度までは決算額，R5年度は3月補正後予算額，R6年度は当初予算額。
また，四捨五入の関係で，内訳と合計が一致しないことがある。（以下の表及びグラフ同じ）

（うち人件費の推移）

7,746
8,081

7,902
8,134

7,843 7,963

8,850

9,715
9,556

9,057

8,405

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（億円）

公債費 扶助費 人件費 投資的経費 その他の経費

義務的

経費
(58.0)

投資的
経費

(23.7)

(31.6)

(14.8)

(18.6)

(13.7)

(12.3)

(19.8)

(15.4)

(16.6)

(28.9)

(18.3)

(28.3)

(13.7)

(18.2)

(29.1)

(16.3)

(19.3)

(29.2)

(14.2)

(17.7)

(19.8)

(28.7)

(15.6)

その他

(20.1)

(28.2)

(15.2)

(15.6)

(19.1)

(24.7)

（ ）書きは構成比（％）

(15.9)

(25.8)

(12.8)

(16.1) (16.9)

(19.6)
(22.5)

(21.0)
(20.9)

(20.4)

(17.2)

(27.8)

(17.9)

(14.6)

(18.3)

(31.3)

(24.0)

(14.3)

(18.0)

(12.4)

(19.7)

(26.0)
(23.7)

(27.9)

(15.7)

(12.6)

2,116 2,113 2,117 2,126 2,120 2,116 2,124 2,129 2,115 2,147 2,175

145 136 165 169 163 166 161 175 180 91
202

2,261 2,249 2,282 2,295 2,283 2,282 2,286 2,304 2,295
2,238

2,376

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（億円）
退職手当

職員給等

（単位：億円）

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

2,116 2,113 2,117 2,126 2,120 2,116 2,124 2,129 2,115 2,147 2,175

145 136 165 169 163 166 161 175 180 91 202

2,261 2,249 2,282 2,295 2,283 2,282 2,286 2,304 2,295 2,238 2,376

職員給等

退職手当

合    計
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（うち公債費の推移）

（うち扶助費の推移）

（単位：億円）

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

207 192 164 140 122 104 84 76 64 61 75

1,163 1,253 1,145 1,128 1,152 1,142 1,126 1,123 1,124 1,078 1,001

1,370 1,445 1,309 1,268 1,274 1,246 1,210 1,200 1,188 1,139 1,076

利子

元金

合計

1,099

1,180
1,216 1,235 1,247

1,284 1,310 1,332

1,367
1,424 1,422

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（億円）

1,163
1,253

1,145 1,128 1,152 1,142 1,126 1,123 1,124 1,078
1,001

207

192

164
140 122 104

84 76 64
61

75

1,370
1,445

1,309
1,268 1,274 1,246

1,210 1,200 1,188

1,139
1,076

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（億円）
利子

元金

（単位：億円）

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6
1,099 1,180 1,216 1,235 1,247 1,284 1,310 1,332 1,367 1,424 1,422扶助費
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（うち普通建設事業費等の推移）

21 33 57 102 42 78 132 149 113 100 125

428 378 378
397

404 408 371 367
334 366 380

1,046
980 1,001

1,141

990
1,090

1,242 1,293
1,271 1,263

1,033

1,495
1,391 1,436

1,640

1,436

1,576

1,744
1,809

1,718 1,728

1,538

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

(億円)
普通建設事業費（補助・直轄）

普通建設事業費（単独）

災害復旧事業費

（単位：億円）

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

1,474 1,358 1,379 1,538 1,394 1,498 1,612 1,659 1,605 1,628 1,413

うち補助・直轄 1,046 980 1,001 1,141 990 1,090 1,242 1,293 1,271 1,263 1,033

うち単独 428 378 378 397 404 408 371 367 334 366 380

21 33 57 102 42 78 132 149 113 100 125

1,495 1,391 1,436 1,640 1,436 1,576 1,744 1,809 1,718 1,728 1,538

普通建設事業費

災害復旧事業費

合　　計
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３ 県債残高の推移（一般会計）

※ R4年度までは決算額，R5～R6年度はR6当初予算編成時点の年度末残高見込額。
また，四捨五入の関係で，内訳と合計が一致しないことがある。

○ 国の経済対策への対応（平成４年度～）等により，県債残高が大幅に増加し，平成

16年度に１兆６千億円を超過した。

○ メリハリをつけた社会資本の整備を推進することなどにより，地方交付税の振替で

ある臨時財政対策債等を除いた本県独自に発行する県債残高は減少し，1.1兆円程度

の残高で推移しているところ。

○ 防災・減災，国土強靱化対策への投資や県有施設等の老朽化対策など，今後重点的

に取り組むべき課題への対応も考慮した上で，公債費として後年度の財政運営に影響

を及ぼす｢臨時財政対策債等を除く本県独自に発行する県債残高｣を1.1兆円程度で推

移するよう管理することとしている。

12,038

12,042 11,535 11,273 10,988 10,726 10,598 10,607 10,576 10,497 10,454 10,383

4,645
4,912 5,056 5,197 5,288 5,302 5,346 5,308 5,047 4,748 4,467

16,687 16,447 16,329 16,185 16,014 15,900 15,953 15,885
15,543

15,202
14,850

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

（億円）
臨時財政対策債，平成19年度以降の減収補塡債及び令和２年度の猶予特例債

県独自に発行する県債
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４ 財政調整に活用可能な基金残高の推移

※ R4年度までは決算額，R5～R6年度はR6当初予算編成時点の年度末残高見込額。
また，四捨五入の関係で，内訳と合計が一致しないことがある。

175 176 176 176 176 176 175 176 176 176 176

30
0 0 0

74

74 74 74 74 74 74 74 74 74 75

279

250 250 250 250 250 249 250 250 250 251

0

100

200

300

400

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

(億円)

県債管理基金

県有施設整備積立基金（～H29）

財政調整積立基金
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５ 本県財政の特徴（令和４年度普通会計決算）

特徴……本県は，地方税のように自らその権能を行使して調達できる自主財源が極めて

少なく，依存財源が多い。特に地方交付税，国庫支出金への依存度が高い。

※ 自主財源……地方税，諸収入，使用料・手数料，分担金・負担金，財産収入等

（１） 歳 入

① 自主財源と依存財源の比較（構成比 ％）

② 一般財源と特定財源の比較（構成比 ％）

特徴……使途についての制限がなく県の判断で使用できる一般財源と，一定の使途にし

か使用できない特定財源の割合は全国とほぼ同程度だが，本県は一般財源に占

める地方税の割合が低く，地方交付税の割合が高い。

※ 臨時財政対策債は地方債に含めている（特定財源扱い）。

※ 四捨五入の関係で，内訳と合計が一致しないことがある。（以下のグラフ同じ）

本
県

全
国

自主財源 依存財源

地方税 36.3

地方税 20.9

その他 17.9

その他

11.3

地方交付税

15.0

地方交付税 29.6
国庫支出金

26.6

国庫支出金

19.9
地方債

7.2

地方債

8.0

2,595 7832,8861,102

そ

の

他
3.6

349

6,613億円3,145億円

(45.8)

(32.2)

(54.2)

(67.8)

2,0439,758

億円

そ

の

他
3.8

本
県

全
国

一般財源 特定財源

地方税 36.3

地方税 20.9

その他 17.9

その他
11.3

地方交付税

15.0

地方交付税 29.6
国庫支出金

26.6

地方債

7.2

そ

の

他

3.7

国庫支出金

19.9

地方債

8.0

9,758

億円
7832,5952,886 1,106344

4,484億円5,274億円

(45.0)

(54.0)

(55.0)

(46.0)

2,043

そ

の

他

3.5
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特徴……社会資本の整備促進等のため，普通建設事業費の比率が高く，中でも公共事業

等国庫補助事業の占める割合が高い。

（２） 歳 出

② 目的別歳出の比較（構成比 ％）

特徴……農林水産業費の割合が高い（全国平均の2.1倍程度）。

① 性質別歳出の比較（構成比 ％）

本
県

全
国

単独

3.6

義務的経費 投資的経費

人件費 20.1
貸付金
8.3

その他
12.3

普通建設事業費

17.8

普通建設事業費

12.6

その他

0.5

補助費等 33.1

9,215

億円
2,242 3291,310292 889その他

1.2
114

1,753億円

(13.1)

(40.5)

(33.3)

(19.0)

扶
助
費

公債費
11.0

2.1

補助
8.4

単独
4.2

人件費 24.3

扶
助
費

3.2

公債費

13.0

その他

補助
14.2

1,196

補助費等
30.4

その他
9.7

2,802

(40.5)

(53.6)

3,731億円

貸付金

0.4

39

3,731億円

本
県

全
国

604

3.9 6.3

総
務
費

その他

9.6

土木費

9.9

農林

水産業費

8.4

教育費 16.3

9,215

億円

1,036 1,1991,882774 585439

総
務
費

6.6

民生費

15.0

農林

水産

業費

4.0

公債費

11.0

6.5

民生費

16.4

商工費

12.5

商工費

4.8
土木費

11.2

警
察
費 教育費 20.4

公債費

13.0

そ
の
他

3588271,511

衛生費

9.7

衛生費

9.0

警
察
費

5.4
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６ 財政指標（経常収支比率・実質公債費比率・将来負担比率）の推移

① 経常収支比率
地方税，地方交付税等の経常一般財源のうち人件費や公債費等の経常的経費に充当され

た額の割合が経常収支比率であり，財政構造の弾力性を判断するための指標として用いら
れている。

次の算式により求められる。

〔人件費，扶助費，公債費等に充当した一般財源〕

〔経常一般財源（地方税＋普通交付税等）〕
＋〔減収補塡債特例分＋猶予特例債＋臨時財政対策債〕

② 実質公債費比率
実質的な公債費（公債費に，公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものも含

めたもの）に充当された一般財源のうち普通交付税に算入されるものを除いたものの，
標準財政規模に対する割合であり，実質的な公債費による財政負担の度合いを判断する指
標の一つである。

次の算式による比率の過去３年間の平均により求められる。

〔地方債の元利償還金＋準元利償還金〕－
〔特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額〕

〔標準財政規模〕－〔元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額〕

※１ 地方債協議制度の下で，実質公債費比率が18％以上の団体は，地方債の発行に際し
許可が必要となる。

×100

95.6 97.1 96.8 97.0 97.6 98.2 97.9 97.6 
92.8 

97.8 

231.0
226.4

216.2
220.5 219.9 216.8 217.7

212.1

195.3 197.8
16.3

15.6
14.7

13.8
12.8

12.2
11.7 11.5 11.3 11.4

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

220.0

240.0

260.0

280.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
(年度)

実質公債費比率(％)
経常収支比率，
将来負担比率(％)

経常収支比率

実質公債費比率

将来負担比率
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※２ 実質公債費比率が25％以上の団体は，「財政健全化計画」の策定義務があり，さら
に35％以上の団体は，「財政再生計画」の策定義務がある。

③ 将来負担比率
地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め，当該地方公共団体の一

般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率であ
り，地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担
等の現時点での残高を指標化し，将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもので，次の
算式により求められる。

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額
＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・ 将来負担額 ： イからヌまでの合計額
イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
ホ 退職手当支給予定額(全職員に対する期末要支給額)のうち，一般会計等の負担見込額
ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち，当該設立法人の
財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

ト 当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち，当該信託に係る信託財産の状況を
勘案した一般会計等の負担見込額

チ 設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の
前年度内に償還すべきものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して
貸付けを行った貸付金の額のうち，当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した
一般会計等の負担見込額

リ 連結実質赤字額
ヌ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・ 充当可能基金額 ： イからチまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条
の基金

※ 将来負担比率が400％以上の団体は，「財政健全化計画」の策定義務がある。
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